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                                                             平成 18年 11月 9日 
 
各 位                 

 
 
 
 
 
 
 

 
当社連結子会社「株式会社 伊勢丹トラベル」の株式譲渡に関するお知らせ 

 
 
   当社は、株式会社ジェイティービー（本社：東京都品川区、代表取締役社長：佐々木隆、以下、ＪＴＢ

社）との間で、当社が保有する株式会社伊勢丹トラベル（本社：東京都新宿区、代表取締役社長：松本和

雄、以下、伊勢丹トラベル社）の株式の 66.33％を譲渡すること、ならびに旅行事業における業務提携に

係わる契約を合意・締結致しましたので、下記の通りお知らせ致します。 

 

記 

 
１．株式譲渡の目的 

       伊勢丹トラベル社は、当社の 100％子会社として、当社が運営する百貨店内を中心に、旅行を通じ
てお客さまにご満足を提供して参りましたが、ますます高まるお客さまの旅行に対するご期待にお応

えするため、ＪＴＢ社との間で、伊勢丹トラベル社株式の一部譲渡並びに旅行事業における業務提携

に係る契約を締結致しました。 

     今後は、当社の百貨店に関するノウハウと、ＪＴＢ社の旅行に関する仕入力などのノウハウとのシナ

ジーにより、百貨店をご利用頂くお客さまへ特別ツアーをはじめとする高品質で独自性のある安全な

旅行を提供することを目的に、新たな提携関係を構築し共同で事業を展開してまいります。 

 
 
２．伊勢丹トラベル社の概要（平成 18 年 3 月末日現在） 
   （１） 商 号               ：株式会社 伊勢丹トラベル 

   （2） 代表者              ：代表取締役社長 松本 和雄 

   （3） 所在地（本社）       ：東京都新宿区新宿五丁目 17 番 18 号Ｈ＆Ｉビル 

   （4） 設 立               ：昭和 62 年 12 月 24 日 

   （５） 事業概要            ：旅行業 

   （６） 決算期              ：3 月  

    （７） 従業員数         ：39 名 

会 社 名   株式会社 伊勢丹 
代表者名   代表取締役社長執行役員 
           武藤  信一 
（コード番号 ８２３８ 東証第一部） 
問合せ先   総務部広報・IR担当長 
           山崎 茂樹 
           ℡03－3352－1111（大代表） 
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    （8） 事業所           ：7 拠点 

 （本社営業所、新宿店、松戸店、浦和店、相模原店、吉祥寺店、府中店） 

    （9） 売上高           ：3 億 7 百万円（平成 18 年 3 月期）    ※参考 取扱額 36 億円 

   （10） 資本金           ：4 億 9,000 万円                          

   （11） 発行済株式数     ：9,800 株  (株)伊勢丹 100％保有 

       
 
３．株式譲渡先の概要    
   （１） 商 号             ：株式会社 ジェイティービー 

   （2） 代表者            ：代表取締役社長 佐々木 隆 

   （3） 所在地            ：東京都品川区東品川二丁目 3番 11 号 

   （4） 設 立             ：昭和 38 年 11 月 12 日 

   （５） 事業の概要        ：旅行業 

 
 
４．譲渡株式数および譲渡前後の所有株式の状況  
      異動前の所有株式数              9,800 株 

      譲渡株式数                      6,500 株 

      異動後の所有株式数              3,300 株 

      異動後の所有割合                 33.67％ 

 
５．日 程 
      平成 18 年 11 月 9 日           株式譲渡契約締結 

      平成 18 年 12 月下旬            株式譲渡完了 

      平成 19 年 2 月 1 日            業務提携開始 

      なお、本譲渡を通じ、伊勢丹トラベル社は平成 18 年 12 月末日をもって、当社の連結子会社から 

   外れ、持分法適用関連会社になる見込みです。 

 

 

６．業績に与える影響 

      平成 19 年 3 月期の連結業績予想に与える影響は軽微です。 

 

以 上 

＊なお本件につきましては、東京証券取引所記者クラブ、東京商工会議所記者クラブ、国土交通省記者クラブにおい

て資料投函しております。      


